
リテーションの内容が移行していく過程、さらに障害を持つ者等の閉じこ  

もりや寝たきり状態の予防対策等についての十分な理解を踏まえ、医療機  

関と保健、福祉の担当機関との円滑な連携確保のための指針を作成する。  

（イ）都道府県リハビリテーション支援センター・地域リハビリテーション広域  

支援センターの指定に係る調整・協議  

協議会は、（2）及び（3）に掲げる都道府県リハビリテーション支援セ  

ンター及び地域リハビリテーション広域支援センターの指定のために必要  

な調整及び協議を行う。  

（2）都道府県リハビリテーション支援センター  

都道府県は、協議会の意見を聴いて、地域リハビリテーションを推進するため  

の中核として、以下に掲げる事業を実施する都道府県リハビリテーション支援セ  

ンターを1箇所指定するものとする。  

ア 地域リハビリテーション広域支援センターへの支援  

都道府県リハビリテーション支援センターは、地域リバゼリテーション広域  

支援センターに対して、人的支援、新たなリハビリテーション技術の研修等を  

行う。  

イ リハビリテーション資源の調査・研究  

リハビリテ ーションの実施及び関係機関との連携に資するため、地域におけ  

るリハビリテーションの実施体制等に関する調査を実施する。  

ウ 関係団体、医療機関との連絡・調整  

関係団体、医療機関（救急医療実施医療機関を含む。）との連携を密に行い、  

必要な連絡調整を実施する。  

（3）地域リハビリテーション広域支援センター  

都道府県は、協議会の意見を聴いて、以下に掲げる事業を実施する地域リハビリ  

テーション広域支援センターをおおむね老人保健福祉圏ごとに1箇所指定するもの  

とする。  

ア 地域におけるリハビリテーション実施機関の支援  

（ア）地域住民の相談への対応に係る支援  

（イ）福祉用具、住宅改修等の相談への対応に係る支援  

イ リハビリテーション施設の共同利用  

ウ 地域におけるリハビリテーション実施機関等の従事者に対する援助・研修  

（ア）地域におけるリハビリテーション実施機関の従事者に対する実地の技術援  

助  

（イ）リハビリテーション従事者に対する研修  

工 地域における関係団体、患者の会、家族の会等からなる連絡協議会の設置・運  

（4）地域リハビリ調整者養成研修  

在宅の寝たきり老人等に対して、地域における社会資源を活用しつつ、一人一  
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人の需要及び心身の状況等に応じて最も適していると認められるリハビリテーシ   

ョンサービスを提供するため、地域におけるリハビリテーションに関する調整相   

談及び指導等（以下「地域リハビリ・コーディネーション」という。）を行う者（以   

下「地域リハビリ調整者」という。）を養成するための研修を実施するものとす   

る。  

ア 研修の内容   

研修内容は、おおむね次に掲げる事項とするが、地域の実情に応じた実務的な   

研修を実施すること。   

（ア）地域リハビリ・コーディネーションに関する基礎的知識の習得   

（イ）地域リハビリ調整者の役割  

地域リハビリ調整者の役割としては、概ね次のとおりである。  

a 在宅の寝たきり老人等の心身の状況及びリハビリテーションに関する需  

要の把握、並びに地域における保健・医療・福祉のサービスとの連絡・調  

整  

b 在宅の寝たきり老人等に対する地域住民の理解を深めるため、家族会及  
びボランティア等の地域組織の育成・支援  

c 地域リハビリ・コーディネーションの観点からみた地域における保健・  

医療・福祉サービスの実態把握及びその問題点の改善に係る企画・調整   

（ウ）地域リハビリ・コーディネーションの具体的な援助活動の進め方  

地域での活動事例等の研究を通した地域リハビリ・コーディネーション  

の果たす役割及び援助活動方法の習得に関すること。   

（エ）その他地域リハビリ調整者に必要な知識及び技術  

なお、講師については、地域リハビリ・コーディネーションに関する専  

門的な知識又は技術を有する者を選定すること。  

イ 受講対象者  

受講対象者は、原則として市町村の職員であって、在宅の寝たきり老人等に   

対する保健又は福祉に関する業務に従事する保健師、看護師、理学療法士、作   

業療法士、社会福祉士、介護福祉士及び言語聴覚士等とする。  

ウ 受講人員  

受講人員は、原則として毎年各市町村1名以上が受講できる適切な規模を設  

定するものとする。  

なお、1回当たりの受講定員の設定に当たっては、交通の利便等を考慮しつ  

つ、研修の実効を上げられるよう配慮すること。  

エ 研修期間  

1回の研修期間は、3日間程度とする。  

オ 開催場所  

都道府県が指定する場所とする。  

カ その他留意事項  
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開催時期の選定に当たっては、受講対象者が参加しやすい時期を考慮して決  

定すること。  

脳卒中情報システムの整備  

趣旨   

寝たきり予防対策を効果的に推進するため、医療機関から保健所等に提供される  

脳卒中患者の診療情報等をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な  

保健福祉サービスの実施を図るための脳卒中情報システムの整備を行うものである。  

2脳卒中委員会の設置  

都道府県は、保健・医療・福祉の関係者から構成する「脳卒中委員会」（以下「委   

員会」という。）を設置するものとする。  

（1）委員会の構成  

委員会は、保健所、医師会、学識経験者及び脳卒中情報システムの整備に係わ  

る専門家等によって構成するものとする。  

（2）委員会の運営  

委員会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事に報告するもの  

とする。   

ア 寝たきり予防対策を効果的、効率的に推進するため、脳卒中患者の登録を実  

施するとともに、医療機関からの保健所等に提供される脳卒中患者の診療情報等  

をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な保健福祉サービスの実  

施を図ることを目的とした脳卒中情報システムの整備の実施について、情報提供  

件数、早期訪問の実施状況、適切な保健福祉サービスの選定・提供等の観点から  

評価を行う。  

イ その他脳卒中情報システムの評価に必要な事項を検討する。  

3 事業の実施方法  

（1）脳卒中の登録の方法については、地域の実情を考慮しつつ、関係諸機関の協力を   

得て決定するものとする。  

なお、登録を、実施するに当たっては、「脳卒中登録管理ガイドライン」（厚生省   

循環器病研究委託費による地域における脳卒中の登録と管理に関する研究班、昭和  

57年3月）を参考にするものとする。  

（2）収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録票を作成し、その保管に当  

たっては個々の患者の秘密が保持されるよう厳重に注意するものとする。  

（3）収集、整理した登録情報に基づき、脳卒中蜃者のり患率、受療状況、生存率等を  

集計及び解析するものとする。  

なお、解析した結果については年毎にまとめ、関係機関に報告するものとする。  

（4）登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上に努めるものとする。その  

ため、医療機関等に対し届出体制の整備を依頼するとともに、必要に応じて医療機  
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関等に出張し、情報を採録するものとする。  

（5）保健所は、医療機関から提供された脳卒中患者（以下「対象者」という。）‘の診療   

情報等を整理するとともに、対象者の住居地の市町村が同じ情報を受けているか確   

認し、受けていない場合は、整理した情報を当該市町村に対し、速やかに連絡する  

ものとする。  

（6）市町村は、医療機関もしくは保健所からの対象者の情報をもとに、保健・医療・   

福祉の各担当部門が連携を密にして、対象者に必要な保健福祉サービスを選定し、   

対象者及びその家族の意向を踏まえたうえで、適切なサービスを提供するものとす  

る。  

また、保健所が同じ情報を受けているか確認し、受けていない場合は、その情報  

を速やかに連絡するものとする。  

（7）保健所は、管内市町村における脳卒中情報システムの実施状況をとりまとめ脳卒  

中委員会に報告するものとする。  

4 実施上の留意事項  

（1）都道府県は、医療機関、市町村等関係機関と密接な連携を保ちつつ、本システム  

を実施するものとする。  

特に、本システムが効果的に行われるよう市町村に対し適切な指導を行うととも  

に、医療機関等に対し本システムの趣旨を周知徹底し、積極的な協力が得られるよ  

う努めるものとする。  

（2）本システムの関係者は、対象者のプライバシー の保護に十分留意し、個人情報が   

部外者に漏洩することがないよう、秘密厳守に徹するものとする。  

（3）対象者の登録に当たっては、医療機関等において本システムの趣旨等を十分に説  

明し、対象者の同意を得ることを原則とする。  
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み
な
ら
ず
、
対
象
者
の
生
活
の
質
や
対
象
者
の
主
観
的
 
 

な
健
康
感
な
ど
、
様
々
な
視
点
か
ら
総
合
的
に
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 

事
業
評
価
を
適
切
に
行
う
た
め
、
市
町
村
に
お
い
て
は
、
個
人
情
報
の
保
護
に
留
意
し
っ
つ
、
介
護
予
防
事
業
 
 

－
一
一
∽
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以
下
同
じ
。
）
 
を
対
象
と
し
て
、
要
介
護
状
態
等
と
な
る
こ
と
の
予
防
を
目
的
と
し
て
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

ま
た
、
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
単
に
心
身
の
状
況
の
改
善
の
み
を
目
指
す
の
で
は
な
く
、
生
活
機
能
全
体
 
 
 

の
維
持
又
は
向
上
を
通
じ
て
、
個
々
の
対
象
者
が
、
そ
の
居
宅
に
お
い
て
、
活
動
的
で
生
き
が
い
の
あ
る
生
活
や
 
 
 

人
生
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
実
施
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
 
 

二
 
実
施
主
体
等
 
 
 

介
護
予
防
事
業
は
、
市
町
村
が
実
施
主
体
と
な
り
、
保
健
所
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
、
医
師
会
、
歯
科
医
師
 
 
 

会
そ
の
他
の
保
健
医
療
関
係
団
体
、
社
会
福
祉
協
議
会
そ
の
他
の
福
祉
関
係
団
体
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
含
む
地
域
 
 
 

住
民
等
の
協
力
を
得
て
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 

な
お
、
市
町
村
等
に
お
い
て
設
置
さ
れ
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項
に
規
 
 
 

定
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
い
う
。
）
 
に
お
い
て
は
、
対
象
者
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
 
 

境
そ
の
他
の
状
況
に
応
じ
て
、
対
象
者
の
選
択
に
基
づ
き
、
適
切
に
介
護
予
防
事
業
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
必
要
な
 
 

援
助
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 
 
 

三
 
事
業
の
構
成
 
 

介
護
予
防
事
業
は
、
す
べ
て
の
高
齢
者
を
対
象
に
一
次
予
防
に
係
る
事
業
を
実
施
す
る
介
護
予
防
一
般
高
齢
者
 
 
 

施
策
及
び
主
と
し
て
特
定
高
齢
者
を
対
象
に
t
一
次
予
防
に
係
る
事
業
を
行
う
介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
に
よ
り
 
 

構
成
す
る
も
の
と
す
る
。
両
施
策
は
、
事
業
の
対
象
、
実
施
方
法
等
は
異
な
る
が
、
心
身
の
状
況
等
の
改
善
に
よ
 
 



の
事
業
参
加
者
数
等
の
事
業
に
関
す
る
デ
ー
タ
、
個
人
の
健
康
に
関
す
る
デ
ー
タ
な
ど
、
事
業
全
体
の
経
年
的
な
 
 

評
価
を
行
う
観
点
か
ら
必
要
と
考
え
ら
れ
る
デ
ー
タ
を
体
系
的
に
把
握
し
て
お
く
こ
と
と
す
る
。
 
 

ま
た
、
市
町
村
は
、
事
業
評
価
の
結
果
に
つ
い
て
、
積
極
的
に
地
域
住
民
に
対
し
て
公
開
し
、
地
域
住
民
の
介
 
 

護
予
防
事
業
に
対
す
る
理
解
を
深
め
る
こ
と
に
努
め
る
と
と
も
に
、
地
域
住
民
か
ら
の
意
見
も
踏
ま
え
、
適
宜
、
 
 
 

事
業
の
内
容
を
見
直
す
な
ど
、
真
に
地
域
に
密
着
し
た
事
業
の
展
開
が
図
ら
れ
る
よ
う
不
断
の
取
組
を
図
る
も
の
 
 

と
す
る
。
 
 

六
 
他
の
計
画
等
と
の
関
係
 
 

各
年
度
に
お
け
る
介
護
予
防
事
業
に
要
す
る
費
用
並
び
に
介
護
予
防
事
業
の
量
の
見
込
み
及
び
そ
の
見
込
量
の
 
 

確
保
の
た
め
の
方
策
及
び
事
業
評
価
等
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
と
さ
 
 

れ
て
い
る
。
介
護
予
防
事
業
は
、
当
該
計
画
に
基
づ
き
計
画
的
に
事
業
を
推
進
す
る
も
の
と
し
、
そ
の
際
、
老
人
 
 

保
健
法
 
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
 
第
四
十
六
条
の
十
八
及
び
第
四
十
六
条
の
十
九
の
規
定
に
よ
る
老
人
 
 

保
健
計
画
、
老
人
福
祉
法
 
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
 
第
二
十
条
の
八
及
び
第
二
十
条
の
九
の
規
定
 
 

に
よ
る
老
人
福
祉
計
画
、
医
療
法
 
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
）
 
第
三
十
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
医
療
計
 
 

画
、
健
康
増
進
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
三
号
）
第
八
条
の
規
定
に
よ
る
健
康
増
進
計
画
等
と
の
整
合
を
十
分
 
 

に
図
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

第
二
 
介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
 
 

一
 
基
本
的
な
考
え
方
 
 
 

介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
は
、
対
象
者
一
人
ひ
と
り
の
生
活
機
能
の
維
持
又
は
向
上
を
目
的
と
し
て
、
対
象
 
 
 

者
ご
と
の
選
択
に
基
づ
き
、
対
象
者
の
心
身
の
状
況
、
置
か
れ
て
い
る
環
境
そ
の
他
の
状
況
に
応
じ
て
、
き
め
細
 
 
 

や
か
に
実
施
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
た
め
、
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
対
象
者
ご
と
の
状
況
等
に
関
す
 
 
 

る
課
題
分
析
等
が
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
当
該
分
析
等
の
結
果
を
踏
ま
え
た
計
画
が
作
成
さ
れ
、
当
該
計
画
に
基
 
 
 

づ
い
た
事
業
の
実
施
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
と
も
に
、
事
業
実
施
後
に
は
、
対
象
者
の
状
況
等
の
再
 
 
 

評
価
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 
 
 

二
 
事
業
の
対
象
者
 
 
 

介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
は
、
主
と
し
て
特
定
高
齢
者
を
対
象
に
実
施
す
る
も
の
と
し
、
そ
の
把
握
に
つ
い
 
 
 

て
は
、
市
町
村
に
お
い
て
、
す
べ
て
の
第
一
号
被
保
険
者
に
対
し
て
実
施
さ
れ
る
生
活
機
能
評
価
に
基
づ
く
実
態
 
 
 

把
握
、
当
該
市
町
村
に
お
い
て
要
介
護
認
定
等
に
係
る
事
業
を
実
施
す
る
者
又
は
保
健
分
野
に
お
い
て
訪
問
活
動
 
 
 

を
担
当
す
る
保
健
師
等
と
の
連
携
に
よ
る
実
態
把
握
、
医
療
機
関
、
民
生
委
員
等
と
の
連
携
に
よ
る
実
態
把
握
な
 
 
 

ど
、
様
々
な
機
会
を
捉
え
た
実
施
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。
 
 

三
 
事
業
の
実
施
 
 
 

介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
は
、
対
象
者
ご
と
の
状
況
等
に
関
す
る
課
題
分
析
等
に
基
づ
く
集
団
的
な
事
業
を
 
 
 

内
容
と
し
、
対
象
者
が
当
該
事
業
を
実
施
す
る
事
業
所
に
適
所
し
て
実
施
す
る
形
態
を
中
心
と
す
る
が
、
う
つ
、
 
 

－
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認
知
症
、
閉
じ
こ
も
り
等
の
お
そ
れ
が
あ
る
者
又
は
既
に
こ
う
し
た
状
況
に
あ
る
も
の
な
ど
、
当
該
対
象
者
の
居
 
 

宅
に
訪
問
し
て
実
施
す
る
事
業
の
形
態
が
よ
り
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
保
健
師
等
が
当
 
 

該
対
象
者
の
居
宅
を
訪
問
し
、
必
要
な
相
談
や
指
導
を
行
う
と
い
っ
た
形
態
に
よ
り
事
業
を
実
施
す
る
も
の
と
す
 
 

る
。
 
 

こ
の
う
ち
、
通
所
に
よ
る
事
業
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
対
象
者
の
心
身
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
運
動
器
の
機
能
 
 

向
上
、
栄
養
改
善
、
口
腔
機
能
の
向
上
に
係
る
事
業
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
に
関
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
市
町
村
に
お
 
 

い
て
介
護
予
防
の
観
点
か
ら
効
果
が
認
め
ら
れ
る
と
判
断
さ
れ
る
事
業
を
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
 

第
三
 
介
護
予
防
一
般
高
齢
者
施
策
 
 
 

一
 
基
本
的
な
考
え
方
 
 

介
護
予
防
一
般
高
齢
者
施
策
は
、
介
護
予
防
の
た
め
の
個
々
人
の
取
組
を
、
日
々
の
生
活
と
し
て
定
着
さ
せ
る
 
 

と
と
も
に
、
介
護
予
防
に
資
す
る
自
主
的
な
活
動
が
広
く
実
施
さ
れ
、
高
齢
者
が
積
極
的
に
こ
う
し
た
活
動
に
参
 
 

加
し
、
介
護
予
防
に
向
け
た
取
組
を
実
施
す
る
地
域
社
会
の
構
築
を
目
指
し
、
介
護
予
防
に
関
す
る
知
識
の
普
及
 
 

及
び
啓
発
や
地
域
に
お
け
る
自
主
的
な
介
護
予
防
に
資
す
る
活
動
の
育
成
及
び
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
と
 
 

す
る
。
 
 

二
 
事
業
の
対
象
者
 
 

介
護
予
防
一
般
高
齢
者
施
策
の
対
象
者
は
、
地
域
に
お
け
る
す
べ
て
の
第
一
号
被
保
険
者
と
す
る
。
 
 

三
 
事
業
の
実
施
 
 

介
護
予
防
一
般
高
齢
者
施
策
に
お
い
て
は
、
次
の
よ
う
な
内
容
の
事
業
の
実
施
が
想
定
さ
れ
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
 
 
 

の
地
域
に
お
け
る
特
性
を
腐
ま
え
た
事
業
が
積
極
的
に
展
開
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
 
 

な
お
、
市
町
村
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
ど
の
よ
う
な
介
護
予
防
に
資
す
る
活
動
が
ど
の
よ
う
に
実
 
 
 

施
さ
れ
て
い
る
の
か
、
適
宜
そ
の
把
握
に
努
め
る
と
と
も
に
、
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
地
域
住
民
の
介
護
 
 
 

予
防
事
業
に
関
す
る
理
解
を
深
め
、
介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
の
対
象
者
の
早
期
把
握
の
促
進
等
を
図
る
こ
と
 
 
 

や
、
地
域
に
お
い
て
育
成
さ
れ
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
地
域
活
動
組
織
を
介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
の
対
象
と
な
 
 
 

ら
な
く
な
っ
た
者
の
支
援
の
た
め
に
積
極
的
に
活
用
す
る
な
ど
、
介
護
予
防
特
定
高
齢
者
施
策
と
の
有
機
的
な
連
 
 
 

携
に
努
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 
 

3
 
 

（
 
 
 

介
護
予
防
に
資
す
る
基
本
的
な
知
識
を
啓
発
普
及
す
る
た
め
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
及
び
配
布
、
講
演
会
 
 

の
開
催
等
 
 
 

介
護
予
防
に
関
す
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
人
材
を
育
成
す
る
た
め
の
研
修
 
 
 

介
護
予
防
に
関
す
る
知
識
又
は
情
報
、
各
対
象
者
の
介
護
予
防
事
業
の
実
施
の
記
録
等
を
管
理
す
る
た
め
の
 
 
 

手
帳
等
の
配
布
 
 
 

介
護
予
防
に
資
す
る
地
域
活
動
組
織
の
育
成
及
び
支
援
 
 

－
〓
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老発第0331025号   

平成18年3月31日  

各都道府県知事 殿  

厚生労働省老健局長  

介護予防市町村支援事業の実施について   

平成18年4月より、介護保険制度に、介護予防事業及び新予防給付が創設されること  

に伴い、今般、これら事業の効果的かつ効率的な実施を確保することを目的として都道府  

県により広域的な観点から市区町村に対し必要な支援を実施するため、別紙のとおり「介  

護予防市町村支援事業実施要綱」を定め、平成18年4月1日から施行することとしたの   

で通知する。  
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介護予防市町村支援事業実施要綱  

第1 事業の目的  

市町村（特別区を含む。以下同じ。）においては、高齢者が要支援・要介   

護状態となることの予防又はその悪化の防止（以下「介護予防」という。）   

を目的として、平成18年度より介護保険法に基づく予防給付、地域支援事業   

における介護予防事業及び老人保健事業の基本健診において実施する介護予   

防のための生活機能評価（以下「介護予防関連事業」という。）が新たに実   

施される。   

介護予防関連事業は、超高齢社会を迎えるに当たって、活力ある社会を構   

築していく上で重要な意義を有するものである。その効果的な実施に当たっ   

ては、住民や事業に従事する関係者等が介護予防の重要性や事業の趣旨等に   

ついて十分に理解し、高齢者自らが積極的に事業に参加するとともに、市町   

村によって適切に事業・サービスが提供されることが求められる。  

このため、都道府県が、介護予防に関する普及啓発、市区町村の担当者等   

の資質の向上、介護予防関連事業の事業評価等を行うことにより、市町村に   

おける効果的な介護予防関連事業の実施を支援することを目的として、介護   

予防市町村支援事業（以下「本事業」という。）を実施する。  

第2 実施主体  

本事業の実施主体は、都道府県とする。  

第3 事業内容  

事業内容は、次に掲げる事項とする。  

1介護予防市町村支援委員会の設置及び運営  

2 介護予防に関する普及啓発  

3 介護予防関連事業に従事する者に対する研修  

4 介護予防関連事業の事業評価  

5 その他必要と認められる事項  

第4 介護予防市町村支援委員会の設置及び運営  

1 趣旨   

都道府県は、本事業の目的を達成するため、介護予防市町村支援委員会（以   

下「支援委員会」という。）を設置する。  

－119－   



2 組織  

（1）支援委員会の構成  

支援委員会は、医療関係団体、市町村、介護保険事業者、住民、保健所   

長、学識経験者等により構成する。  

（2）専門部会の設置  

専門的見地から調査・検討を行うため、支援委員会に、「運動器の機能   

向上部会」、「口腔機能の向上部会」、「栄養改善部会」、「閉じこもり   

認知症・うつ部会」の4部会を設置するものとする。なお、支援委員会及   

び部会の構成員との重複や合同で開催することを妨げない。  

3 運営   

支援委員会は、次の事項について調査・検討し、その結果を都道府県に報   

告するものとする。  

（1）介護予防の普及啓発に関すること  

（2）介護予防関連事業に従事する人材の確保及び資質向上に関すること  

（3）介護予防関連事業の事業評価に関すること  

（4）その他介護予防関連事業の適切な実施に必要な事項に関すること  

4 実施上の留意事項   

都道府県は、支援委員会における調査・検討の結果を踏まえ、必要な措置   

を講ずるものとする。  

第5 介護予防に関する普及啓発  

1 趣旨  

都道府県は、市町村との連携を図りつつ、住民等に対して、介護予防につ   

いての十分な理解を促進し、介護予防関連事業の効果的かつ適切な推進を目   

的とし、広域的な普及啓発を行う。  

2 普及啓発の内容   

都道府県は、年度ごとに普及啓発計画を策定し、次に掲げる事項について   

適宜実施する。  

（1）イベント、講演会、街頭キャンペーン等の開催  

（2）ポスター、 リーフレット、ビデオ等の普及啓発資料の作成・配布  

（3）広報、インターネット等を活用した情報提供  

（4）その他介護予防に関する普及啓発に関する事項  
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3 実施上の留意事項   

都道府県は、市町村が行う普及啓発事業との連携を図り、その実施を支援   

するとともに、住民に対するアンケートの実施等により、より効果的な普及   

啓発の実施に努めるものとする。また、普及啓発計画は、支援委員会におけ   

る検討を踏まえ策定するものとする。  

第6 介護予防従事者研修会の開催  

1 趣旨  

都道府県は、介護予防関連事業に従事する者の資質の向上を図ることを目   

的に、介護予防従事者研修会（以下「研修会」という。）を開催する。  

2 研修会の区分   

研修会の区分は、・次のとおりとする。  

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修  

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修  

3 研修会の内容   

都道府県は、年度ごとに研修会の実施計画を策定し、研修会の区分ごとに、   

次に掲げる内容の研修会を開催する。  

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修  

ア 制度の概要  

イ 事業実施計画の策定方法  

り 事業展開の方法  

工 事業評価の方法   

オ 安全管理の方法  

力 その他介護予防関連事業の運営・管理に資する内容  

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修  

ア 制度の概要  

イ 次に掲げる介護予防プログラムの実施方法（実習を含む。）  

（ア）運動器の機能向上   

（イ）栄養改善   

（ウ）口腔機能の向上   

（エ）閉じこもり予防・支援   

（オ）認知症予防・支援   

（力）うつ予防・支嘩  

り 安全管理の方法  
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